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私たちは革新的なモノづくりを通じて、世界中のお客様と社会の
ために、安らぎに満ちた、今日にない明日を届けます。

私たちは、自己成長のための努力を惜しまず、たゆまぬ
創意工夫と先見力で、自ら新しいことに挑戦します。

私たちは人を思いやり、異なる文化と多様性を活かし、
協調と対話を通じて、人の可能性を最大化します。

私たちは、誠実さを旨とし、常に高い倫理観を持って、
人として正しい道を歩みます。

「FUJITSU GENERAL Way 企業理念」は、私たち富士通ゼネラルグループが持続的に発展する上で、土台と
なる基本指針であり、当社が目指すべき姿と、お客様と社会のために果たすべき使命、存在価値を表すものです。
また、富士通ゼネラルグループで働くすべての人が行動する上で、判断の拠り所となる羅針盤（コンパス）
です。

Our Mission：私たち、富士通ゼネラルグループが目指すべき姿を宣言したものです。
Our Philosophy：Our Missionを実現するために、私たちが大切にする考え方を示したものです。



　株主のみなさまには、平素より格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　当社グループの主力事業であるヒートポンプ技術を活用した空調機は、快適・安全な生活に欠

かせない必需品として、また、各国で脱炭素への動きが加速するなか、化石燃料使用の暖房・給

湯機器の代替製品として、需要が拡大しております。

　一方、世界的なインフレ、景気後退懸念や金融不安、長引くウクライナ紛争など、世界政治や

経済状況は一層不透明感を増しております。

　そのような状況のなか、当期の業績は、重点地域と位置付ける北米、欧州、インドなどを中心

に空調機を拡販するとともに、ここ数年の部品・物流の逼迫、部材価格や輸送費の高騰が落ち着

きをみせ、当社グループにおけるサプライチェーン正常化の取り組みも着実に進展し、大幅な増

収増益を達成しました。

　当社グループは、「サステナブル経営」を成長戦略の中核に据え、

長期的な事業の成長・発展とともに、企業理念の実践により持続可

能な社会実現に貢献することで、株主のみなさまの期待に応えてま

いります。なにとぞ倍旧のご指導、ご支援を賜りますようお願い申

し上げます。

2023年６月

株主のみなさまへ
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事業報告
（第104期定時株主総会招集ご通知添付書類）

（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

1．企業集団の現況

（1）事業の経過およびその成果
　当連結会計年度（2022年４月１日から2023年３月31
日まで）におきましては、海外向け空調機および電子
デバイスの売上が増加し、連結売上高は3,710億1千9
百万円（前期比30.6％増）となりました。
　損益につきましては、素材・部品価格や海上運賃の
高騰に加え、事業強化に向けた先行投資費用の増加、
円安によるコスト増などの影響を大きく受けましたが、
空調機における売価改善や海外向けの販売物量拡大の
効果がそれらのマイナス要因を上回り、営業利益は
150億9千8百万円（同78.8％増）、経常利益は174億3千
2百万円（同52.9％増）、親会社株主に帰属する当期純
利益は86億9千4百万円（同133.6％増）となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

<空調機部門>
　空調機部門では、国内向けは上海市の都市封鎖の影
響を挽回しきれず減収となったものの、海外向けは調
達・生産・出荷オペレーションの正常化が着実に進展
し、高水準となっていた受注残の出荷が順調に進むと
ともに、円安に伴う円換算増もあり、売上高は3,384
億3千9百万円（同34.1％増）となりました。営業利益
は、素材・部品価格や海上運賃の高騰に加え、事業強
化に向けた先行投資費用の増加、円安によるコスト増
などの影響を大きく受けましたが、売価改善や海外向
けの販売物量拡大の効果がそれらのマイナス要因を上
回り、119億5千1百万円（同131.9％増）となりました。

　〔海外向け〕
　売上高は、2,938億1千6百万円（同47.5％増）となり
ました。

　米州では、北米において、高水準となっていた受注
残の商品出荷を進めたことから、省エネ性能に優れた
ルームエアコン、VRF（ビル用マルチエアコン）と
もに売上が増加しました。なお、コマーシャル市場の
販売拡大に向け、暖房・省エネ性能や施工・サービス
性に優れたVRFの大型機種を本年度下期に新たに投
入したほか、業務用空調機器の運用管理システムの提
供を開始しております。

　欧州では、環境意識の高まりなどから、ルームエア
コン、VRFともに売上が増加しました。さらに、環境
負荷の低減を目的とした補助金政策やエネルギー価格高
騰を背景にATW（ヒートポンプ式温水暖房システム）
の販売も好調に推移しました。なお、昨年12月にATW
の現地生産を行う合弁会社をフランスに設立したほか、
ギリシャおよびノルウェーの販売代理店の子会社化など、
さらなる事業拡大に向けた取り組みを進めております。

　中東・アフリカでは、市況が回復しつつあることに
加え、高水準となっていた受注残の商品出荷を進め、
売上が増加しました。

　オセアニアでは、商品供給の改善により、ルームエ
アコンの売上が前年度を上回るとともに、サービスメ
ンテナンス業務も堅調に推移したことから、売上が増
加しました。

脱炭素化の流れが加速する欧州で需要が急伸
しているATW（ヒートポンプ式温水暖房システム）

北米で販売好調な省エネ性能に
優れた個別空調方式エアコン
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　アジアでは、主力市場のインドにおいて、市場全体
の需要が好調に推移するなか、ルームエアコンの販売
が大幅に増加するとともに、ソリューション案件も堅
調に推移し、売上が増加しました。なお、昨年12月よ
りインドでの現地生産を開始しており、地産地消とと
もにコストダウン等も進めてまいります。

　中華圏では、中国において、上海市の都市封鎖の影
響がありましたが、台湾向けの販売増により、売上が
増加しました。

　〔国内向け〕
　売上高は、446億2千3百万円（同16.2％減）となり
ました。
　第２四半期以降は省エネ性の高い機種を中心に販売
は回復しているものの、第１四半期において上海工場
からの出荷が都市封鎖に伴い大幅に減少した影響が大
きく、売上が減少しました。なお、中級機クラスなが
ら、2027年を目標年度とする新省エネ基準をシリーズ
全機種で達成するとともに、充実した清潔・暖房機能
に加えデザインも差別化した新機種「ノクリア」Wシ
リーズを本年２月に発売しました。

<情報通信・電子デバイス部門>
　情報通信・電子デバイス部門では、電子デバイスの
販売増により、売上高は299億3千8百万円（同2.5％増）
となりましたが、情報通信システムの減収影響が大き
く、営業利益は18億7百万円（同16.7％減）となりま
した。
　

　〔情報通信システム〕
　売上高は、135億2千7百万円（同13.7％減）となり
ました。
　公共システムにおいて、デジタル化商談の一巡に伴
う防災システムの納入案件減少が続くとともに、民需
システムにおいても、外食産業向け店舗システムが依
然低迷していることから、売上が減少しました。なお、
公共システムにおいて、商談案件数の増加が今後見込
まれるなか受注も回復傾向にあるとともに、今後の受
注獲得に向け、システムの性能・機能向上などの商品
力強化や次期消防デジタル無線システムの開発を進め
ております。

　〔電子デバイス〕
　売上高は、164億1千1百万円（同21.3％増）となり
ました。 
　産業用ロボット向け電子部品・ユニット製造におい
て、上半期を中心とした投資需要の増加を背景に販売
が増加するとともに、車載カメラの販売増もあり、売
上が増加しました。なお、昨年７月よりパワーモ
ジュールの外販を開始しており、さらなる事業拡大を
図ってまいります。

<その他部門>
　売上高は26億4千万円（同7.3％増）、営業利益は13
億4千万円（同19.6％増）となりました。

インドで開催された南アジア最大規模の
空調冷熱展示会で当社製品をPR

エレクトロニクス製品の小型化・高効率化に
寄与する「パワーモジュール」
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【ビジネス基盤の強化（全社）】

「サステナブル経営」（企業理念の実践と事業の成長戦略を追求）

●IT基盤強化・DX推進 ●ヒトへの投資 ●ブランディング活動強化

【重点テーマの推進】

● CCC（キャッシュ・コンバージョン・
　　サイクル）の短縮
● 成長投資（M＆A含む）
● 株主還元　など

Ⅳ.キャッシュを生み出す力の強化

■情報通信システム
● 大型案件増への組織的対応
● 稼働資産有効活用の提案
● 新領域への挑戦
■電子デバイス
● パワーモジュール事業の確立
● 生販オペレーションの改革

Ⅱ.情報通信・電子デバイスの
ビジネス基盤の強化 ● 標準化設計・代替素材への転換

● コストダウン／VEの推進
●「モノづくり」の強化　など

Ⅲ.トータルコストダウンの推進
■外部環境への対応力強化
● 開発の生産性向上（PLM、CAE）
● 設計プロセス革新
● 新たな生産拠点、生産平準化
● 調達方法見直し
■ビジネスモデルの構築
■開発体制の革新
■営業活動の強化

Ⅰ.空調機ビジネスの拡大

図A【中長期的な成長に向けた取り組み】

（2）設備投資の状況
　当連結会計年度におきましては、今後の事業拡大に
向けた開発・生産設備およびITシステムへの先行投
資を中心に、82億1千7百万円（前期比0.2％増、リー
ス資産の取得およびソフトウェア等への投資を含む）
の設備投資を行いました。

（3）資金調達の状況
　当連結会計年度における増資あるいは社債発行によ
る資金調達はありません。

（4）対処すべき課題
　当社グループは、「－共に未来を生きる－ 私たちは
革新的なモノづくりを通じて、世界中のお客様と社会
のために、安らぎに満ちた、今日にない明日を届けま
す。」という企業理念の下、お客様と社会に寄り添い、
新しい価値の提供により、快適・安心・安全な社会の
実現に貢献することを目指しております。
　当社グループの主力事業であるヒートポンプ技術を
活用した空調機は、世界各国・地域においてクリーン
かつ省エネ性・快適性・安全性に優れた必需品である
だけでなく、暖房や給湯用途で化石燃料機器の代替製
品として気候変動の抑制に貢献すると期待されており、
今後ますますの市場拡大が見込まれます。
　また、情報通信・電子デバイスも、災害対応力強化
への社会的要請や電子機器の小型化・省エネ化への
ニーズを背景に、今後の事業拡大が期待できます。
　一方、各市場での競争激化に加え、長引くウクライ
ナ紛争のほか、世界的なインフレや燃料価格高騰、景
気後退懸念や金融不安、為替動向など、世界政治や経
済状況は一層不透明感を増しております。
　このような状況において当社グループは、「サステ

ナブル経営」を成長戦略の中核に据え、予測困難な状
況下での事業継続とリスク耐性を確保しつつ、中長期
的な事業の成長・発展を図るべく、企業理念の実践を
通じた持続可能な社会実現への貢献を目指します。

【中長期的な成長に向けた取り組み】（図Aご参照）
　空調機は生活に欠かせない必需品として世界的に
ニーズが高まっていることに加え、欧米を中心に化石
燃料を使用した暖房・給湯機器の脱炭素化の流れを受
けてヒートポンプ機器の普及が加速するとともに、イ
ンド市場の目覚ましい成長など、空調機の需要は拡大
傾向にあります。
　そのなかで当社グループは、空調機におけるビジネ
ス領域の拡大、開発体制の革新、営業活動の強化といっ
た重点テーマとして取り組んできた諸施策を通じ、重点
市場と位置付ける北米、欧州、インドを中心に着実に
販売を拡大してきました。情報通信・電子デバイスに
ついても、安心・安全を支える防災・消防システムの
提供や産業機器等の省エネに貢献するパワーモジュー
ル事業の立ち上げなど事業基盤の強化を進めています。
　また、昨今の急激な事業環境の変化に対し、開発の
生産性向上や設計プロセスの革新、VE、生産体制・
調達方法の見直し、製品売価施策をはじめ、事業活動
すべての面において改善施策を実行しサプライチェー
ンの再構築とBCM強化に取り組んでいます。また、
従来から掲げている重点テーマについても着実に成果
をあげてきており、今後も一層推進・強化を図ってま
いります。
　さらに、基幹業務システムの再構築を含め、単なる
業務プロセス改善を超えて、事業拡大・新たなビジネ
ス創出につながるDX推進やブランディング強化にも
取り組んでまいります。
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【「サステナブル経営」の取り組み】（図Bご参照）
　当社グループは、中長期的な事業の成長・発展を通
じた持続可能な社会実現への貢献を目指す「サステナ
ブル経営」をすべての事業活動の基本に据えており、
前述の重点テーマや外部環境への対応力強化の取り組
みにより当社グループの成長・発展、事業基盤強化を
図ることに加え、「地球との共存（Planet）」「社会へ
の貢献（Society）」「社員との共感（Our People）」を
三つの柱として、以下の施策に取り組んでいます。

①地球との共存（Planet）
　2022年４月１日に当初計画より３年前倒しで当社グ
ループ全体の使用電力を再生エネルギー100％に転換
しました。今後、サプライチェーンを含めたカーボン
ニュートラル（温室効果ガスの排出実質ゼロ）達成に
向けた取り組みを進めていきます。
　また、化石燃料使用機器から高効率のヒートポンプ
機器への置き換えなど温室効果ガスの排出量削減や社
会課題解決に大きく貢献する製品やサービスとして当
社が認定する「サステナブル・プロダクト」の販売は
順調に拡大しており、2030年度には連結売上高構成比
30％以上を目指します。

②社会への貢献（Society）
　空調機、情報通信・電子デバイス各事業の強化を通
じて快適・安心・安全な社会、空間を提供するととも
に、新規事業創出プログラム等の社内施策を通じ、社
会課題解決に向けた新たな価値の提供を目指します。
また、責任ある調達活動の体制強化や地域交流活動を
推進し、社会の一員としての社会貢献にもより一層取
り組んでいきます。

③社員との共感（Our People）
　社員が健康で気力を保ち、生産性とモチベーション
の向上を図れる職場づくりに向け、従来から取り組ん
でいる健康経営の推進に努めます。また、社員一人ひ
とりが自身のキャリアを主体的に考え自ら成長してい
くことが当社グループの持続的成長にとって不可欠な
ことから、「自発的なキャリア形成と学び」を支援す
る取り組みを強化していきます。

　こうした努力を続けることにより、経営基盤ならび
にお客様や社会からの信頼をより一層強固なものとし、
当社グループの継続的な成長を目指して常に自己革新
を追求してまいります。

図B【「サステナブル経営」の取り組み】

O
ur People

Planet

Soc
ie

ty

Innovation

地球と社会と社員と

共に未来を
生きる

●地球との共存（Planet）
● 地球温暖化対策への貢献
（カーボンニュートラル、「サスプロ」、化石燃料機器からHP機器への転換）

● 循環型社会への貢献

●社会への貢献（Society）
● 社会課題解決のイノベーション創出
（BIG、アイデアソン、FIC、10％ルール、i3-LAB）

● 快適・清潔・安全な社会、空間提供
（消防・防災システム、暖房強化型エアコン、AIRSTAGE Cloud）

● 次世代人材の育成、地域社会とのコミュニケーション、地球環境の保全

●社員との共感（Our People）
● 健康経営2.0の推進強化
（産業医療体制強化、健康増進イベント、社員家族・健康経営導入企業の支援）

● 多様な人材が活躍できる柔軟な働き方の確保
● 自発的なキャリア形成と学び
（オンデマンド型研修プログラム、語学力・DXリテラシー向上）

安心して
住み続けられる

まちづくり

責任ある
調達活動

地域社会貢献

健康に働ける
職場づくり

自発的な
人材の育成

互いを思い
活かす職場環境

誠実で持続的に
成長する事業活動

気候変動
対策 環境保護活動持続可能な

消費
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（5）財産および損益の状況の推移 
①企業集団の財産および損益の状況の推移

期　別
項　目

2019年度
（第101期）

2020年度
（第102期）

2021年度
（第103期）

2022年度
（第104期）

売　上　高 （百万円） 262,117 265,452 284,128 371,019

営 業 利 益 （百万円） 14,941 18,737 8,444 15,098

経 常 利 益 （百万円） 13,683 20,537 11,402 17,432
親会社株主に帰属する
当期純利益 （百万円） 5,765 13,008 3,722 8,694

１株当たり当期純利益（円） 55.11 124.32 35.57 83.04

総　資　産 （百万円） 213,250 251,378 268,633 298,390

②当社の財産および損益の状況の推移
期　別

項　目
2019年度

（第101期）
2020年度

（第102期）
2021年度

（第103期）
2022年度

（第104期）
売　上　高 （百万円） 201,617 195,784 206,709 254,417

営 業 利 益 （百万円） 1,552 4,284 1,845 1,651

経 常 利 益 （百万円） 6,929 18,794 12,198 13,935

当期純利益 （百万円） 5,310 16,261 11,243 9,952

１株当たり当期純利益（円） 50.76 155.41 107.42 95.06

総　資　産 （百万円） 168,659 196,380 194,551 230,123
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14,941

18,737
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13,008
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8,444
3,722

284,128

2022年度

371,019

2022年度

15,098

2022年度

8,694

空調機部門
情報通信・電子デバイス部門
その他

●営業利益

（百万円）

●親会社株主に帰属する
　当期純利益
（百万円）

業績の推移（連結）

空調機部門
情報通信・電子デバイス部門
その他

●売上高

（百万円）
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自己資本・自己資本比率の推移（連結）
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

総 資 産  （百万円） 213,250 251,378 268,633 298,390
自己資本 （百万円） 106,901 121,558 126,173 133,272

（ 自 己 資 本 比 率 ） （50.1％） （48.4％） （47.0％） （44.7％）
自己資本：純資産合計－非支配株主持分
自己資本比率：自己資本÷総資産（負債純資産合計）×100

キャッシュ・フローの推移（連結）
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

営業活動によるＣＦ （百万円） 9,724 25,001 △14,945 △8,043
投資活動によるＣＦ （百万円） △19,141 △11,267 △7,871 △8,423
財務活動によるＣＦ （百万円） 2,090 △5,825 △971 19,316
現金及び現金同等物残高 27,571 36,707 14,202 17,391

（ご参考）

ＣＣＣの推移（連結）
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

Ｃ Ｃ Ｃ  （日） 91.9日 91.3日 99.3日 108.8日
ＣＣＣ（キャッシュ・コンバージョン・サイクル）：売上債権回転日数＋棚卸資産回転日数－買掛債務回転日数
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（6）重要な子会社等の状況
①重要な子会社の状況

会　社　名 資　本　金 当社の
出資比率 主要な事業内容

％
Fujitsu General (Thailand) Co., Ltd. 1,740,000千Baht. 100.0 空調機の製造
FGA (Thailand) Co., Ltd. 1,020,000千Baht. 100.0 空調機用基幹部品の製造
Fujitsu General Air Conditioning 
R&D (Thailand) Co., Ltd. 60,000千Baht.  100.0 空調機の開発
富士通将軍（上海）有限公司 76,000千US＄ 100.0 空調機の製造・開発
富士通将軍中央空調（無錫）有限公司 17,400千US＄ 100.0 空調機の製造・販売
江蘇富天江電子電器有限公司 15,060千US＄ 50.0 空調機用基幹部品の製造
FGAHP 1,500千EURO 51.0

〔51.0〕 空調機の製造・販売
エアロシールド株式会社 10百万円 100.0 空調関連製品の開発・販売
Fujitsu General America, Inc. 15,000千US＄ 100.0 空調機の販売
Fujitsu General do Brasil Ltda. 22,489千R＄ 100.0 空調機の販売
Fujitsu General Air Conditioning 
(UK) Ltd. 7,000千£Stg. 51.0

〔51.0〕 空調機の販売
Fujitsu General (Euro) GmbH 3,067千EURO 100.0 空調機の販売
Fujitsu General (Italia) S.p.A. 1,252千EURO 100.0 空調機の販売
Fujitsu General (Middle East) Fze 3,000千AED 100.0 空調機の販売
Fujitsu General (Asia) Pte. Ltd. 500千S＄ 100.0 空調機の販売
Fujitsu General (India) Private Ltd. 1,000,000千I.RUP 100.0 空調機の販売
ABS Fujitsu General Private Ltd. 165,613千I.RUP 52.0 空調関連設備の設計・施工および

サービスメンテナンス
Fujitsu General (Aust.) Pty Ltd. 21,300千A＄ 100.0 空調機の販売
Precise Air Group (Holdings) Pty Ltd. 10,014千A＄ 100.0 空調関連設備の設計・施工および

サービスメンテナンス
Fujitsu General New Zealand Ltd. 600千NZ＄ 100.0

〔100.0〕 空調機の販売
富士通将軍商貿（上海）有限公司 2,125千US＄ 100.0 空調機の販売
Fujitsu General (Taiwan) Co., Ltd. 60,000千NT＄ 100.0 空調機の販売
株式会社富士通ゼネラルエレク
トロニクス 800百万円  100.0 電子デバイスの開発・製造・販売

および情報通信機器の製造
株式会社富士通ゼネラルOSテクノロジー 100百万円 60.0 民需システムの開発・販売および

コンサルティング
株式会社富士エコサイクル 200百万円 60.0 家電製品のリサイクル
株式会社富士通ゼネラルイーエムシー研究所 100百万円 100.0 電磁波障害に関する測定およびコンサルティング

（注） 当社の出資比率の〔　〕内の数字は、間接所有割合で内数であります。

　当社の連結子会社数は、上記の重要な子会社26社を含む39社（前期38社）、持分法適用関連会
社数は３社（前期３社）であります。

②その他
　富士通株式会社は、当社の発行済株式の総数（自己株式を除く）のうち、44.05％を所有して
おり、当社は同社の持分法適用の関連会社であります。8



（7）主要な事業内容
　当社グループは、空調機、情報通信・電子デバイスの両部門において、製品および部品の開発、製
造、販売ならびにサービスの提供を主な事業としております。部門別の主要な製品等は次のとおりで
あります。

部 門 主要な製品、システム、サービス

空 調 機
ルームエアコン、パッケージエアコン、VRF（ビル用マルチエアコン）、
ユニタリーエアコン、ATW（ヒートポンプ式温水暖房システム）、
空調関連設備の設計・施工およびサービスメンテナンス、空調関連商品

情 報 通 信・
電子デバイス

消防システム、防災システム、外食産業向けソリューション、医療向け外来情報
ソリューション、BPO※・人材派遣、
電子部品・ユニット製品、車載カメラ、パワーモジュール

そ の 他 家電製品のリサイクル
電磁波障害に関する測定およびコンサルティング等

※システムを利用してお客様が行っていた業務そのものを受託するサービス

（8）主要な事業所
　当社本社（本店）　川崎市高津区末長三丁目３番17号

海外生産・
開発拠点

Fujitsu General (Thailand) Co., Ltd.（タイ）
FGA (Thailand) Co., Ltd.（タイ）
Fujitsu General Air Conditioning R&D (Thailand) Co., Ltd.（タイ）
富士通将軍（上海）有限公司（中国）
富士通将軍中央空調（無錫）有限公司（中国）
江蘇富天江電子電器有限公司（中国）
FGAHP（フランス）

海外営業拠点 Fujitsu General America, Inc.（米国）
Fujitsu General do Brasil Ltda.（ブラジル）
Fujitsu General Air Conditioning (UK) Ltd.（イギリス）
Fujitsu General (Euro) GmbH（ドイツ）
Fujitsu General (Italia) S.p.A.（イタリア）
Fujitsu General (Middle East) Fze（アラブ首長国連邦）
Fujitsu General (Asia) Pte. Ltd.（シンガポール）
Fujitsu General (India) Private Ltd.（インド）
ABS Fujitsu General Private Ltd.（インド）
Fujitsu General (Aust.) Pty Ltd.（オーストラリア）
Precise Air Group (Holdings) Pty Ltd.（オーストラリア）
Fujitsu General New Zealand Ltd.（ニュージーランド）
富士通将軍商貿（上海）有限公司（中国）
富士通将軍中央空調（無錫）有限公司（中国）
Fujitsu General (Taiwan) Co., Ltd.（台湾）

国内生産・
開発拠点

当社（川崎市）
エアロシールド株式会社（大分市）
株式会社富士通ゼネラルエレクトロニクス（一関市）

国内営業拠点 当社（ 札幌市、仙台市、さいたま市、前橋市、東京都中央区、八千代市、 
川崎市、名古屋市、金沢市、松原市、神戸市、広島市、高松市、 
福岡市、鹿児島市）

株式会社富士通ゼネラルOSテクノロジー（川崎市）
その他の事業所 株式会社富士エコサイクル（浜松市）

株式会社富士通ゼネラルイーエムシー研究所（川崎市）
9



（9）従業員の状況
①企業集団の従業員の状況

従業員数（前期末比較）

8,335名（63名減）

②当社の従業員の状況

従業員数（前期末比較） 平均年齢 平均勤続年数

1,729名（19名増） 42.6才 17.6年

（10）主要な借入先

借　入　先 借入額期末残高

株式会社みずほ銀行 14,475百万円

株式会社三井住友銀行 6,815百万円

株式会社りそな銀行 6,000百万円

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 4,407百万円

（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　当社は、2017年２月、消防救急無線のデジタル化に係る商品または役務に関し、公正取引委員会か
ら独占禁止法に基づく排除措置命令および課徴金納付命令を受けましたが、各命令の内容には、事実
認定と法解釈において当社と公正取引委員会との間で見解の相違があることから、同年８月、各命令
に対する取消訴訟を提起しました。2022年３月に第一審判決がありましたが、同月控訴し現在訴訟手
続が継続中です。
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２．株式に関する事項

①発行可能株式総数	 200,000,000株
②発行済株式の総数	 109,339,548株	（自己株式4,631,407株を含む）
　（注）	2022年７月22日付で譲渡制限付株式報酬としての新株式を発行したことに伴い、発行済株式の総数は37,888株

増加しております。

③株　　 主　　 数	 4,184名
④大　　 株　　 主

氏 名 ま た は 名 称 持　株　数 持株比率

富 士 通 株 式 会 社 46,121 千株 44.05 ％

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社（ 信 託 口 ） 7,453 7.12

ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニーレギュラーアカウント 5,192 4.96

バンク　オブ　ニユーヨーク　ジーシーエム　クライアント　アカウント　
ジ エ イ ピ ー ア ー ル デ イ　 ア イ エ ス ジ ー　 エ フ イ ー － エ イ シ ー 4,206 4.02

ゴ ー ル ド マ ン　 サ ツ ク ス　 イ ン タ ー ナ シ ヨ ナ ル 3,032 2.90

M S I P  C L I E N T  S E C U R I T I E S 2,399 2.29

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行（ 信 託 口 ） 2,299 2.20

J P L L C  C L I E N T  A S S E T S － S K  J 2,004 1.91

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,000 1.91

野 村 證 券 株 式 会 社 自 己 振 替 口 1,682 1.61

（注）１．持株比率は自己株式（4,631,407株）を控除して計算しています。
 　　２．当社は自己株式を4,631,407株所有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

⑤当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

株式数 交付対象者数

取締役（社外取締役を除く） 14,315株 ６名

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、「３.（５）取締役および監査役の報酬等」に記載しております。
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３．会社役員に関する事項

（1）取締役および監査役の氏名等（2023年３月31日現在）

会社における地位 氏　　　名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長
経営執行役社長 斎　藤　悦　郎 CEO（Chief Executive Officer）

兼　CSO（Chief Sustainability Officer）

代表取締役副社長
経営執行役副社長 庭　山　　　弘 コーポレート担当

取 締 役 酒　巻　　　久 （後記「（２）社外役員に関する事項」参照）

取 締 役 寺　坂　史　明 （後記「（２）社外役員に関する事項」参照）

取 締 役 桑　山　三恵子 （後記「（２）社外役員に関する事項」参照）

取 締 役 前 原 修 身 （後記「（２）社外役員に関する事項」参照）

取 締 役 山　口　裕　久 （後記「（２）社外役員に関する事項」参照）

取 締 役
経営執行役副社長 小湏田　恒　直 国内民生営業担当

取 締 役
経営執行役専務 長谷川　　　忠

空調機、品質保証担当　兼　空調機事業統括本部長
兼　空調機商品企画部長
兼　Fujitsu General (Thailand) Co., Ltd. 社長
兼　エアロシールド株式会社　代表取締役社長

取 締 役
経営執行役専務 横　山　弘　之

GDM統括担当　兼　海外営業本部長　
兼　海外マーケティング統括部長
兼　Fujitsu General America, Inc. 取締役会長　兼　CEO
兼　富士通将軍中央空調（無錫）有限公司　董事長
兼　Fujitsu General (Taiwan) Co., Ltd. 董事長

取 締 役
経営執行役上席常務 杉　山　正　樹 情報通信システム担当　兼　情報通信システム本部長　

兼　株式会社富士通ゼネラルOSテクノロジー　代表取締役社長

常 勤 監 査 役 井　上　　　彰 　

常 勤 監 査 役 宮　嶋　嘉　信 　

監 査 役 広　瀬　陽　一 （後記「（２）社外役員に関する事項」参照）

（注）１．取締役 酒巻久、寺坂史明、桑山三恵子、前原修身および山口裕久の各氏は、社外取締役であります。
 　　２．監査役 井上彰および広瀬陽一の両氏は、社外監査役であります。
 　　３． 当社は、取締役 酒巻久、寺坂史明、桑山三恵子、前原修身および監査役 井上彰の各氏を東京証券取引所の定

めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
 　　４． 監査役 井上彰氏は、金融機関における長年の業務経験があり、財務および会計に関する相当程度の知見を有す

るものであります。
 　　５． 監査役 宮嶋嘉信氏は、当社財務経理部門における長年の業務経験があり、当社経営執行役常務財務経理副担当

を務めるなど、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
 　　６． 監査役 広瀬陽一氏は、富士通株式会社の執行役員および財務経理本部長を経て、現在は同社常勤監査役を務め

るなど、他の会社における役員としての豊富な経験を有するとともに、財務および会計に関する相当程度の知
見を有するものであります。
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（2）社外役員に関する事項
①他の法人等における業務執行者、社外役員等の重要な兼職状況（2023年３月31日現在）
会社における地位 氏　　名 重要な兼職の状況
社 外 取 締 役 酒 巻 　 久 キヤノン電子株式会社　代表取締役会長
社 外 取 締 役 寺 坂 史 明 株式会社大庄　社外監査役

社 外 取 締 役 桑　山　三恵子
一橋大学CFO教育研究センター　客員研究員
一般社団法人経営倫理実践研究センター　上席研究員
株式会社安藤・間　社外取締役

社 外 取 締 役 前 原 修 身 ユー・エム・シー・エレクトロニクス株式会社　社外取締役
監査等委員

社 外 取 締 役 山 口 裕 久
富士通株式会社　執行役員EVP

（2023年３月31日付で退任し、同年４月１日付で同社アドバ
イザーに就任）

社 外 監 査 役 広 瀬 陽 一 富士通株式会社　常勤監査役
富士通キャピタル株式会社　監査役

（注）１． 富士通株式会社は、当社の筆頭株主であり、当社は同社の持分法適用の関連会社であります。同社とは、情報
通信機器の受託生産および販売等の取引関係があります。

　　 ２． 株式会社安藤・間とは、当社施設の建設工事等の取引関係があります。
　　 ３．その他の兼職先と当社の間には、記載すべき関係はありません。

②当事業年度における主な活動状況
　・社外取締役

会社における地位 氏　　名 取締役会への出席状況および発言状況ならびに
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社 外 取 締 役 酒 巻 　 久

取締役会15回のうち14回に出席（出席率93％）。
キヤノン電子株式会社の代表取締役会長であり、企業経営
に加え、電子機器に関する技術・生産・購買などの専門知
識や豊富な経験および知見を有しています。これらの経験
および知見に基づき、社外の立場から適切な助言・意見を
述べるとともに、経営の監督機能を適切に果たしました。
また、任意の指名委員会および報酬委員会の委員を務めま
した。

社 外 取 締 役 寺 坂 史 明

取締役会15回のすべてに出席（出席率100％）。
サッポロビール株式会社で代表取締役社長を務めた経験が
あり、企業経営に加え、営業、マーケティング、人材育成
の豊富な経験および知見を有しています。これらの経験お
よび知見に基づき、社外の立場から適切な助言・意見を述
べるとともに、経営の監督機能を適切に果たしました。また、
任意の指名委員会および報酬委員会の委員長を務めました。

社 外 取 締 役 桑　山　三恵子

取締役会15回のすべてに出席（出席率100％）。
株式会社資生堂でCSR部部長をはじめとした豊富な業務経
験に加え、大学でCSR、経営倫理、ダイバーシティ経営な
どを専門分野とする研究者としての知見を有しています。
これらの経験および知見に基づき、社外の立場から適切な
助言・意見を述べるとともに、経営の監督機能を適切に果
たしました。また、任意の指名委員会および報酬委員会の
委員を務めました。
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会社における地位 氏　　名 取締役会への出席状況および発言状況ならびに
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社 外 取 締 役 前 原 修 身

取締役会15回のすべてに出席（出席率100％）。
日立工機株式会社（現工機ホールディングス株式会社）で
代表取締役 取締役社長を務めた経験があり、企業経営に加
え、M＆Aを通じた事業拡大や販売子会社社長としての海外
駐在などの豊富な経験および知見を有しています。これら
の経験および知見に基づき、社外の立場から適切な助言・
意見を述べるとともに、経営の監督機能を適切に果たしま
した。また、任意の指名委員会および報酬委員会の委員を
務めました。

社 外 取 締 役 山 口 裕 久

取締役会15回のうち14回に出席（出席率93％）。
富士通株式会社の執行役員EVPであり、ICTを活用した事
業の豊富な経験および最先端のデジタル・テクノロジーに
関する知見を有しています。これらの経験および知見に基
づき、社外の立場から適切な助言・意見を述べるとともに、
経営の監督機能を適切に果たしました。

　・社外監査役
会社における地位 氏　　名 取締役会および監査役会への出席状況および発言状況

社 外 監 査 役 井　上　　　彰

取締役会15回および監査役会13回のすべてに出席（出席率
100％）。
金融機関における財務および会計に関する豊富な経験に基
づき、適宜質問をするとともに、必要に応じ社外の立場か
ら意見を述べております。

社 外 監 査 役 広　瀬　陽　一

取締役会15回のうち14回（出席率93％）および監査役会13
回のすべて（出席率100％）に出席。
主に経営、財務および会計に関する豊富な経験に基づき、
適宜質問をするとともに、必要に応じ社外の立場から意見
を述べております。

（3）責任限定契約の内容の概要
　当社は、社外役員全員（社外取締役５名、社外監査役２名）と会社法第423条第１項の賠償責任を
限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める最低責任限度額で
あります。

（4）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し
ております。当該保険契約の被保険者の範囲は取締役（社外取締役を含む）、監査役（社外監査役を
含む）、経営執行役であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により、被保険
者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、または、当該責任の追及に係る請求を受け
ることによって生ずることのある損害について填補されることとなります。
　ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、法令違反の行為であるこ
とを認識して行った行為に起因して生じた損害は、填補の対象としないこととしております。
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（5）取締役および監査役の報酬等
①基本方針
　当社は、当社グループの健全かつ持続的な成長に向け経営を担う優秀な人材を確保するとともに、
業績や株主価値との連動性をさらに高め、透明性の高い報酬制度とすることを基本とする。その報
酬は、職責および役職に応じて月額で定額を支給する「基本報酬」、短期業績に連動する報酬とし
ての「賞与」、および企業価値の持続的な向上とサステナブル経営の実践・推進へのインセンティ
ブを与える非金銭報酬である「譲渡制限付株式報酬」により構成する。なお、監督機能を担う社外
取締役については、その職務に鑑み、「基本報酬」のみを支給することとする。

②取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容
ａ．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
　　（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）
　　	　当社の取締役の基本報酬は月例の固定報酬とし、その支給額はそれぞれ役員の職責や役職に
応じて月額の定額を決定するものとする。

ｂ．業績連動報酬等の額の決定に関する方針
　　（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）
　　	　業績連動報酬等は、業務執行を担う取締役を支給対象とする現金報酬とし、１事業年度の業
績を反映した賞与を毎年一定の時期に支給するものとする。賞与の具体的な算出方法は、当社
グループの中期経営計画に掲げ、透明性・客観性のある連結営業利益を指標とし、当期の業績
達成度合いに応じて支給額を決定する。また、支給総額は定時株主総会に提案し、承認を得る
ものとする。

ｃ．非金銭報酬等の内容および数の算定方法の決定に関する方針
　　（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）
　　	　非金銭報酬等は、当社の取締役（社外取締役を除く。）に当社の企業価値の持続的な向上と
サステナブル経営の実践・推進を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層
の価値共有を図ることを目的とした譲渡制限付株式とする。本制度は、当社の取締役（社外取
締役を除く。）について一定期間の継続した勤務を譲渡制限解除の条件とする「勤務継続型譲
渡制限付株式報酬」、およびサステナブル経営の評価指標達成を譲渡制限解除の条件とする
「サステナブル経営指標要件型譲渡制限付株式報酬」により構成する。その株式数は株主総会
で決議された枠内で、毎年一定の時期に支給するものとする。

ｄ．	金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に
対する割合の決定に関する方針

　　	　業務執行を担う取締役の種類別の報酬割合については、報酬委員会において検討を行う。取
締役会は報酬委員会の答申内容に基づき、取締役の個人別の報酬等の内容を決定することとす
る。なお、報酬等の種類ごとの比率は、基本報酬が概ね60～75％、賞与および譲渡制限付株
式報酬が概ね25～40％を目安とする。

ｅ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の方法
　　	　個人別の報酬等については、委員の過半数を独立社外取締役で構成する報酬委員会で審議の
うえ取締役会に答申を行い、取締役会で審議・決定するものとする。なお、報酬委員会におい
て、外部機関の客観的データを活用し、報酬水準の妥当性等の検証を行うこととする。
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③監査役の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
　（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）
　月例の固定報酬である「基本報酬」のみを支給することとする。また、報酬額については、
2017年６月20日開催の第98期定時株主総会で定められた「年額１億円以内」の限度において、監
査役の協議により決定することとする。

④その他
　当社は「役員自社株保有ガイドライン」を定め、役位別に定められた一定数以上の当社株式（譲
渡制限付株式報酬を含む。）を当該役員が保有するよう、努める。

⑤当事業年度に係る報酬等の総額等

区 分 報酬等の総額
（ 百 万 円 ）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）
固定報酬

（基本報酬）
業績連動報
酬等（賞与）

非金銭
報酬等

取 締 役
（うち社外取締役）

376
（33）

270
（33）

69
（－）

36
（－）

11
（5）

監 査 役
（うち社外監査役）

49
（21）

49
（21）

－
（－）

－
（－）

3
（2）

合 計
（ うち 社 外 役 員 ）

426
（54）

319
（54）

69
（－）

36
（－）

14
（7）

（注）１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
　　 ２． 業績連動報酬（賞与）にかかる業績指標は連結営業利益であり、2022年度に係る連結営業利益の目標数値は

17,000百万円、実績は15,098百万円であります。また、支給総額は定時株主総会に提案し、承認を得るもの
としており、2023年６月28日開催の第104期定時株主総会に付議することとしております。なお、業務執行
を担う取締役の報酬のうち、賞与の支給割合は概ね20％程度となっております。

　　 ３． 非金銭報酬等の内容は譲渡制限付株式であり、割当ての際の条件等は「c．非金銭報酬等の内容および数の
算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）」のとおりであ
ります。また、当事業年度における交付状況は「２．⑤当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対
し交付した株式の状況」に記載しております。

　　 ４． 取締役の固定報酬（基本報酬）の額は、2017年６月20日開催の第98期定時株主総会において年額６億円以内
（うち社外取締役分5,000万円以内。なお、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まない。）と決議しており
ます。当該株主総会終結時点の取締役の員数は、13名（うち社外取締役４名）です。

　　　　  また、2022年６月16日開催の第103期定時株主総会において、非金銭報酬等である譲渡制限付株式の付与の
ための報酬の額は、「勤務継続型譲渡制限付株式報酬」と「サステナブル経営指標要件型譲渡制限付株式報
酬」を合わせ、年額１億円以内および年70,000株以内（社外取締役を除く）と決議しております。当該株主
総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の員数は、６名です。

　　 ５． 取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、委員の過半数を独立社外取締役で構成する報酬委員会
において、外部機関の客観的データを活用した報酬水準の妥当性等の検証や、決定方針との整合性を含めた
多角的な検討を行っているため、取締役会も基本的にその答申を尊重し決定方針に沿うものであると判断し
ております。

　　 ６． 監査役の固定報酬（基本報酬）の額は、2017年６月20日開催の第98期定時株主総会において年額１億円以内
と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名です。
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４．会計監査人の状況

（1）会計監査人の名称
　八重洲監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人に対する報酬等の額
①当事業年度に係る会計監査人としての報酬等

　58百万円
②当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

　59百万円
（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の

額を区分しておりませんので、上記①の金額にはこれらの合計額を記載しております。

　なお、当社の重要な子会社のうち、Fujitsu General (Thailand) Co., Ltd.、富士通将軍（上海） 
有限公司、Fujitsu General (Euro) GmbH、Fujitsu General (Aust.) Pty Ltd.ほか14社は、当社の会
計監査人以外の監査法人の法定監査を受けております。

（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、法令および基準等が定める会計監査人の独立性および信頼性、監査の適切性等に関す
る状況等を総合的に勘案し、再任または不再任の決定を行います。
　会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、監査役会は、株
主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。また、会計
監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意
に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招
集される株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。
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５．  取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を
確保するための体制および当該体制の運用状況

　当社は、取締役会において「内部統制システムの整備に関する基本方針」を下記のとおり決議して
おります。

記
　当社は、富士通ゼネラルグループの企業価値の継続的向上を図るためには、経営の効率性を追求す
るとともに、コンプライアンスの徹底および事業活動より生ずるリスクをコントロールすることが必
要不可欠と認識し、「コンプライアンス／リスク・マネジメント委員会」を中核とする社内組織の下
記諸活動により、内部統制システムの維持・改善を継続的に推進してまいります。

（1）取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
①	経営者（取締役および経営執行役をいう。以下同じ。）は、法令・定款遵守を含むコンプライア
ンスの基本として「FUJITSU	GENERAL	Way」に掲げられた行動規範を遵守するとともに、
経営者としての倫理に基づいてコンプライアンスの推進に積極的に取り組む。
②	経営者は、継続的な教育の実施等により、従業員に対し「FUJITSU	GENERAL	Way」に掲げ
られた行動規範の遵守を徹底させるとともに、コンプライアンスを推進する。
③	当社は、コンプライアンス全体を統括する組織として「コンプライアンス／リスク・マネジメン
ト委員会」を設置し、グループ全体のコンプライアンスを推進する。
④	当社は、コンプライアンスに関して、通常の業務報告ルートとは別に直接通報の手段として、通
報者の保護等を確保した「企業倫理ヘルプライン」制度を設けている。本制度の活用により、コ
ンプライアンス問題の早期発見と適切な対応を行う。
⑤	取締役会は、職務の執行者から職務執行状況の報告を定期的に受け、職務の執行においてコンプ
ライアンス違反がないことを確認する。
⑥	当社は、財務報告に係る内部統制の整備・運用を統括する組織としてリスクマネジメント推進室
を設置し、当社グループの財務報告の適正性と信頼性を確保するために必要な体制の整備・運用
を図る。
⑦	当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関係を持たず、反社会的
勢力からの不当要求に対しては、警察や弁護士等と連携し、毅然とした態度で組織的に対応する。

（2）損失の危険の管理に関する体制
①	経営者は、事業活動より生ずる様々なリスクに対して想定される規模・発生可能性を常に認識し、
事前対応および発生時対応策の準備等により、リスクを極小化する活動を組織的に行う。
②	当社は、リスク・マネジメント全体を統括する組織として「コンプライアンス／リスク・マネジ
メント委員会」を設置し、潜在リスクの洗い出しおよびその軽減への取り組みとリスクに関する
教育・訓練を行う。
③	当社は、ネットワーク等を通じた情報の社外漏洩等のリスクに対して、ITセキュリティ推進部
を中核に情報セキュリティに関する体制強化を推進する。
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（3）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①	当社は、意思決定の迅速化を図るとともに経営責任を明確化するため、経営の監督機能と執行機
能を分離する。
②	取締役会は、経営者およびその他の職務執行組織の職務権限を明確化し、おのおのの職務分掌に
従い職務の執行を行わせる。
③	経営者は、「取締役会規程」「経営会議規程」「執行会議規程」「稟議規程」等に基づく適切な意思
決定手続のもと、職務執行の決定を行う。
④	経営者は、経営方針の周知徹底を行うとともに、経営目標達成のため具体的な達成目標を設定し
それを実現する。
⑤	取締役会は、経営者およびその他の職務執行組織に毎月の決算報告／業務執行報告等を行わせる
ことにより、経営目標の達成状況を監視・監督する。

（4）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
①	経営者は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書の他、その職務の執行に係る情報につい
て、保管責任者を定めた上、法令および「情報管理規程」等に基づいて適切に保存および管理を行う。
②	経営者の職務の執行に係る情報の保管責任者は、その情報を取締役および監査役からの求めに応
じ閲覧可能な体制を整備する。

（5）当社ならびにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①	当社は、富士通ゼネラルグループ各社の経営者に対し、グループの企業価値を最大化することを
目的に、グループにおける各社の役割、責任と権限、意思決定のあり方等を明確化し、上記の⑴
から⑷に定める基本方針を遵守する体制の整備に関する指導・支援を行う。
②	当社は、「FUJITSU	GENERAL	Way」に掲げられた行動規範をグループ全体に適用するととも
に、「コンプライアンス／リスク・マネジメント委員会」の活動をはじめとする業務の適正を確
保するための各種活動の範囲もグループ全体とする。
③	当社は、子会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、事業内容の定期報告を受けるとと
もに重要案件については所定の手続等を求める。

（6）監査役の職務を補助すべき従業員に関する体制
①当社は、監査役の職務を補助すべき従業員を置く組織として監査役室を設ける。
②	当社は、その従業員の取締役からの独立性および監査役からの指示の実効性を確保するため、監
査役室スタッフの人事等については、監査役の意見を尊重する。

（7）監査役への報告体制および監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①	経営者は、当社および子会社の業務または業績に影響する重要な事項について監査役に報告する
ものとし、職務の執行に関する法令違反、定款違反および不正行為の事実、または当社および子
会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を知った時は、遅滞なく監査役に報告する。
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②	監査役は、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、取締役会の他、執行会
議、「コンプライアンス／リスク・マネジメント委員会」等の重要な会議に出席し、主要な稟議
書その他業務遂行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて当社および子会社の経営者または
従業員にその説明を求めることができる。
③	当社は、監査役の職務の執行に係る重要な情報が「企業倫理ヘルプライン」に通報された場合は、
監査役にその内容を報告する。なお、当社は「企業倫理ヘルプライン」への通報者に対し、当該
通報を理由として不利な取扱いを行わない。
④	当社は、監査役が作成した監査計画に基づきあらかじめ監査費用を予算化し、監査役の職務の執
行につき生ずる費用については、会社法第388条に基づき支払等を行う。

（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）
　当事業年度における運用状況の概要は、次のとおりであります。

（1）コンプライアンスおよびリスク・マネジメント
・	当社グループのコンプライアンスの基本として遵守すべき事項を定めた「FUJITSU	GENERAL	
Way	行動規範」の社内イントラネットへの掲載や、役員、従業員への研修を通じて周知を図っ
ています。
・	グループ全体のコンプライアンスおよびリスク・マネジメントを推進するため、社長を委員長と
する「コンプライアンス／リスク・マネジメント委員会」を設置しています。委員会では、当社
各部門およびグループ各社によるコンプライアンスを中心とした内部統制項目の自己評価、内部
統制部門による独立的評価の結果について審議を行い、必要な事象には改善を命じ、内部統制の
維持、改善に取り組んでいます。
・	従業員への啓発活動としては、現場のリスク・マネジメントおよび内部統制運用の主体である部
門管理職への研修実施により意識向上を図るとともに、独占禁止法、下請法など、必要に応じて
各部門の業務に関連する重要法令や、情報セキュリティ、安全保障輸出管理、企業倫理ヘルプラ
インの研修等を実施しています。また、コンプライアンスに関する意識啓発を目的とした従業員
向けのメールマガジンを定期的に配信しています。
・	社内担当部門および外部法律事務所を窓口とした「企業倫理ヘルプライン」を設置し、社内イン
トラネットへの掲載やe-ラーニング等を通じて、従業員へ周知しています。通報・相談内容は当
事者から独立した調査専門チームが責任をもって事実を調査し、必要に応じて是正措置・再発防
止策を講じています。また、通報者に対する不利益な取扱いを禁止しています。
・	事業をグローバルに展開する当社グループが影響を受ける可能性のあるリスクを迅速に把握し、
タイムリーに施策を講じていくため、当社各部門およびグループ各社によるリスクの評価、リス
クへの対応を確認する「リスクアセスメント」を実施し、「コンプライアンス／リスク・マネジ
メント委員会」で、優先的に取り組むべき「重要テーマ」を選定し、リスクの低減を図る活動を
推進しています。
・	2022年度は、「海外事業リスク」、「ITセキュリティリスク」、「人権リスクへの対応」、「環境規制

20



対応」、「品質コンプライアンス」等を重要テーマとして取り組みました。また、委員会の年間の
活動状況は、取締役会に報告されています。
・	BCM（事業継続マネジメント）としては、新型コロナウイルスの感染に対応するため、社長を
本部長とする対策本部を中心に、当感染症の予防に関する各種対策を実施し、感染の予防と感染
拡大の防止に努めるとともに、従業員・家族の安全確保と事業活動の継続の両立を進めました。
また、大規模災害などの発生、およびサプライチェーンの混乱などを想定し、調達先の分散や生
産拠点の相互補完、新たな生産拠点の展開の計画などを図っています。

（2）業務執行の効率性確保
・	当社は、監査役設置会社かつ経営執行役（執行役員）制度の採用により、経営の監督機能の充実
と効率的・機動的な業務執行を図っております。
・	当事業年度においては、取締役会を15回開催し、予算策定、設備投資、子会社の重要事項等、
「取締役会規程」で定められた付議事項について審議しました。また、取締役会においては、当
社グループの月次決算が報告され、予算の達成状況、経営課題およびその対応策について議論を
行いました。取締役会に付議を要しない事項については、「経営会議規程」、「執行会議規程」、
「稟議規程」等に基づき、職務執行の決定を行いました。

（3）子会社の経営管理
・	子会社が当社の事前承認を必要とする重要な案件や当社に報告すべき事項を社内規程において明
確に定めており、必要に応じて子会社から当社に対し、付議・報告が行われました。
・	当社の役員または従業員を子会社の取締役または監査役として派遣し、子会社の業務の適正化を
図っております。
・当社の内部監査部門は、監査計画に基づき、子会社の監査を実施しました。

（4）監査役監査
・	監査役は、取締役会、執行会議、「コンプライアンス／リスク・マネジメント委員会」等重要な
会議への出席、各部門に対するヒアリング、国内外の拠点の往査、当社および当社の重要な子会
社の経営者との意見交換等を行いました。なお、拠点の往査については、国内拠点は実地往査を
再開しました。海外拠点は、上期は新型コロナウイルス感染継続の中、テレビ会議システムを利
用したリモート監査としましたが、下期からタイ、インド等一部拠点で実地往査を再開しました。
・	会計監査人および内部監査部門とは、定期的および必要に応じて相互の情報交換・意見交換を行
いました。
・	当社は、監査役の職務を補助すべき従業員を置く組織として監査役室を設けております。また、
監査役室スタッフの人事等については、監査役の意見を尊重し協議の上決定しております。
・	監査役の職務の執行につき生じた費用については、会社法第388条に基づき支払等を行いました。

◎　以上のご報告は、次により記載されております。
　　１．百万、千単位による金額の記載は、単位未満を切り捨てて表示しております。
　　２．千株単位の株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表
（2023年３月31日現在） （単位：百万円）

科　　　　　　目 金　額 科　　　　　　目 金　額
（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形、売掛金及び契約資産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

215,981

17,391

107,104

54,267

2,696

15,795

19,528

△803

82,408

44,195

38,037

44,429

34,538

8,900

455

△82,166

19,941

3,757

16,183

18,272

6,384

9,424

2,473

△9

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 139,214

支払手形及び買掛金 53,763
短 期 借 入 金 32,716
リ ー ス 債 務 250
未 払 法 人 税 等 2,720
未 払 費 用 20,835
製 品 保 証 引 当 金 5,109
海外事業等再編引当金 2,521
独 禁 法 関 連 引 当 金 7,943
そ の 他 13,354

固 定 負 債 19,604
長 期 借 入 金 6
リ ー ス 債 務 646
再評価に係る繰延税金負債 2,365
退職給付に係る負債 10,734
そ の 他 5,851

負 債 合 計 158,819
（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 123,131

資 本 金 18,172
資 本 剰 余 金 82
利 益 剰 余 金 109,900
自 己 株 式 △5,024

その他の包括利益累計額 10,140
その他有価証券評価差額金 704
土 地 再 評 価 差 額 金 4,759
為 替 換 算 調 整 勘 定 4,870
退職給付に係る調整累計額 △193

非支配株主持分 6,298
純 資 産 合 計 139,570

資 産 合 計 298,390 負 債 純 資 産 合 計 298,390
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書
（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日） （単位：百万円）

科　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

売 上 高 371,019
売 上 原 価 286,251

売 上 総 利 益 84,767
販売費及び一般管理費 69,668

営 業 利 益 15,098
営 業 外 収 益

受 取 利 息 213
受 取 配 当 金 156
有 価 証 券 売 却 益 8
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 359
為 替 差 益 1,256
そ の 他 1,069 3,064

営 業 外 費 用
支 払 利 息 273
事 業 構 造 改 善 費 用 85
そ の 他 372 730

経 常 利 益 17,432
特 別 損 失

減 損 損 失 1,503  
新型コロナウイルス感染症による操業停止等に伴う損失 1,300  
独 禁 法 関 連 引 当 金 繰 入 額 130  
ロ シ ア 関 連 損 失 53 2,987

税金等調整前当期純利益 14,445
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,998
法 人 税 等 調 整 額 △509 4,488

当 期 純 利 益 9,956
非支配株主に帰属する当期純利益 1,262

親会社株主に帰属する当期純利益 8,694
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表
（2023年３月31日現在） （単位：百万円）

科　　　　　　目 金　額 科　　　　　　目 金　額

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金 及 び 契 約 資 産

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
借 地 権

そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

149,436
5,604

677

111,909

4,977

45

1,523

31,547

△6,848

80,687
19,996
10,140

768

374

8,691

21

10,822
610

10,211

49,868
2,507

26,165

12,704

6,115

2,384

△9

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 97,372

支 払 手 形 2,018
買 掛 金 44,030
短 期 借 入 金 23,000
リ ー ス 債 務 93
未 払 金 568
未 払 費 用 10,349
未 払 法 人 税 等 402
預 り 金 7,378
役 員 賞 与 引 当 金 70
製 品 保 証 引 当 金 1,013
工 事 損 失 引 当 金 68
環 境 対 策 引 当 金 1
独 禁 法 関 連 引 当 金 7,943
そ の 他 433

固 定 負 債 15,901
リ ー ス 債 務 176
再評価に係る繰延税金負債 2,365
退 職 給 付 引 当 金 8,784
環 境 対 策 引 当 金 3
資 産 除 去 債 務 256
そ の 他 4,315

負 債 合 計 113,274
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 111,394
資 本 金 18,172
資 本 剰 余 金 636

資 本 準 備 金 612
そ の 他 資 本 剰 余 金 24

利 益 剰 余 金 97,609
利 益 準 備 金 2,937
そ の 他 利 益 剰 余 金 94,672

繰 越 利 益 剰 余 金 94,672
自 己 株 式 △5,024

評価・換算差額等 5,455
その他有価証券評価差額金 696
土 地 再 評 価 差 額 金 4,759
純 資 産 合 計 116,849

資 産 合 計 230,123 負 債 純 資 産 合 計 230,123
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日） （単位：百万円）

科　　　　　　　　目 金　　　　　　　　額

売 上 高 254,417

売 上 原 価 226,460

売 上 総 利 益 27,957

販売費及び一般管理費 26,305

営 業 利 益 1,651

営 業 外 収 益

受 取 利 息 231

受 取 配 当 金 9,655

為 替 差 益 2,635

そ の 他 175 12,699

営 業 外 費 用

支 払 利 息 56

そ の 他 358 415

経 常 利 益 13,935

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 2,023

独 禁 法 関 連 引 当 金 繰 入 額 130 2,153

税 引 前 当 期 純 利 益 11,782

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,135

法 人 税 等 調 整 額 695 1,830

当 期 純 利 益 9,952

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

損益計算書
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2023年５月15日

株式会社　富 士 通 ゼ ネ ラ ル
　取　締　役　会　　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社富士通ゼネラルの2022年４月１日から
2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、株式会社富士通ゼネラル及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作
成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるか
どうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるか
どうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書
類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書

八重洲監査法人
　東京都千代田区
代表社員
業務執行社員 公認会計士　三　井　智　宇　　
業務執行社員 公認会計士　白　濱　　　拓　　
業務執行社員 公認会計士　藤　井　千　春　　
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類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて
継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連
結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、
個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・ 　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連
結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並
びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適
切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任
がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又
は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以　上　
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2023年５月15日

株式会社　富 士 通 ゼ ネ ラ ル
　取　締　役　会　　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社富士通ゼネラルの2022年４月１
日から2023年３月31日までの第104期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を
行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人と
してのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作
成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等

八重洲監査法人
　東京都千代田区
代表社員
業務執行社員 公認会計士　三　井　智　宇　　
業務執行社員 公認会計士　白　濱　　　拓　　
業務執行社員 公認会計士　藤　井　千　春　　
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を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続
企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算
書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要
性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・ 　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書
類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められて
いる。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに
計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他
の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又
は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

以　上

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第104期事業年度の取締役の職務の執行に関して、
各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受
け、審議・検討を実施し、必要に応じて、経営執行部に対して提言等を行いました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、
内部監査部門その他の従業員等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
以下の方法で監査を実施しました。
　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び従業員等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状
況を調査いたしました。また、子会社についても、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交
換を図り、必要に応じて事業の報告を受けました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が
法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業
務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備
に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取
締役及び従業員等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明いたしました。財務報告に係る内部統制については、取締役等及び八重洲監査法人から当該内
部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。さらに、会計監査人
が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の
遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討事項については、八重洲
監査法人と協議を行うとともに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

一 　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

二 　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

三 　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行については、整備状況を更に改善すべきと
の認識のもとで努力がおこなわれており、指摘すべき重要事項は認められません。なお、財務報告に
係る内部統制については、本監査報告書の作成時点において開示すべき重要な不備はない旨の報告を
取締役等及び八重洲監査法人から受けております。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人八重洲監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人八重洲監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　　2023年５月19日 株式会社富士通ゼネラル　監査役会
常勤監査役　井　上　　　彰 ㊞
常勤監査役　宮　嶋　嘉　信 ㊞
監　査　役　広　瀬　陽　一 ㊞

（注） 常勤監査役井上彰及び監査役広瀬陽一は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役
であります。
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トピックス
■空調機事業のさらなる拡大に向けて
　当社グループは、主力である空調機事業のさらなる拡大に向け、様々な施策に取り組んでいます。
　昨今の世界的なサプライチェーンの混乱など、今後も想定されうる急激な事業環境変化による様々
なリスクに対応すべく、現地生産をはじめとした基盤強化を進めるとともに、製品・サービスの拡充
やブランディング強化により新たな価値の提供に努めています。
　今後もこれらの取り組みを推進するとともに、積極的な先行投資を進めてまいります。

＜基盤強化の取り組み＞
・生産拠点の拡充
　主要生産拠点であるタイ・中国に加え、人
口増や経済成長により空調機市場が急激に拡
大しているインドでの現地生産を開始したほ
か、脱炭素化が進む欧州においては、ATW
の現地生産を行う合弁会社をフランスに設立
しました。
　フランスで現地生産を開始するATWモノ
ブロックは、室内機と室外機を接続する冷媒
配管工事が不要で施工性に優れることから、
イギリスを中心に欧州で高いニーズが見込ま
れます。
　今後は、当社が市場シェア１位の座を有す
るフランスのみならず、欧州全体の需要に素
早く対応し、更なる売上拡大を目指します。
・販売体制の強化
　直営店舗による空調機器の販売から施工、
サービス、メンテナンスをワンストップで展開
するノルウェーの販売代理店を子会社しました。
同社はソフトウェア開発においても高い技術力
を有しており、販売・技術の両面でさらなる関
係強化を進めます。また、ギリシャの販売代理
店も子会社化しました。同社が事業を展開する
ギリシャ、バルカン諸国の一部等は、市場が堅
調であることに加え、業務用空調機やATWの
販売拡大が期待できます。
　欧州は当社グループの空調機売上高の約
25％を占める最重点市場の一つであり、今後も
ヒートポンプ技術による暖房文化の変革を進め
るとともに売上拡大を目指してまいります。

欧州で現地生産を開始する省エネ性と静音性に優れた
ATWモノブロック（室外機）設置イメージ

ノルウェー
2023年４月
販売代理店を子会社化

ギリシャ
2023年５月（予定）
販売代理店を子会社化

フランス
2022年12月
ATWの現地生産を
行う合弁会社設立

インド
2022年12月
エアコン現地生産開始
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＜製品・サービス＞
・国内エアコン
　2027年を目標年度とする新省エネ基準を全８機種
で達成した“暮らしに寄り添う”ミドルクラスエアコン

「ノクリア」Wシリーズを、本年２月に新たに発売し
ました。
　本シリーズは省エネ設計による節電効果はもちろ
んのこと、0.5℃刻みの温度設定、節電設定や電気代
の音声アドバイスなど機能面でも家計にやさしいエ
アコンです。また、代表的な清潔・暖房機能を取り
揃えたほか、温もりを感じさせる“手すき紙の風合い”
を施したデザインとしました。
・海外エアコン
　当社最重点市場の一つである北米において、近年
主流となっている大能力モデル（室外機設置面積の
省スペース化、配管部材等の施工コスト/省資材に
優位）の大型物件向けマルチエアコン「AIRSTAGE」
VU-V（ブイユーファイブ）を発売しました。
　設置スペースが限られる都市部などでも大能力の
空調設計が可能になったことに加え、凍結防止ヒー
ターを標準搭載し、最低外気温－26℃～最高52℃ま
で運転可能で、様々な気候条件に対応します。

＜ブランディング強化＞
　 海 外 向 け 空 調 機 の 当 社 製 品 ブ ラ ン ド で あ る

「AIRSTAGE」のリブランディングを行うことによ
り、世界共通のグローバルイメージを構築し、一貫
し た 世 界 観 に 基 づ い た 発 信 を 行 っ て い ま す。

「AIRSTAGE」には、快適・安心・安全な暮らしと
サステナビリティに貢献するという当社の思いが込
められています。
　ホームページやSNSに加え、各種展示会を通じて

「心地よさ」や「感動」といった製品・サービスを
通じて得られる「体験」の提供によりさらなるブラ
ンド価値の向上を図ります。
　また、国内向けに、石田ゆり子さんを起用した

「ノクリア」新TVCMを５月から放映開始しました。
身近にいる大切な人に『エアー（空気）というエー
ルをおくる。』をキーメッセージに、エアコンの新
しい価値を提案します。

新省エネ基準をクリアし、デザインも差別化した
新商品「ノクリア」Wシリーズ

石田ゆり子さんが、お互いに忙しい現代の
「母と息子の距離感」を捉え、息子への

リアルな本音を話す母親役を演じています。

「AIRSTAGE」のブランドコンセプト
「テクノロジーと自然の共生」を表現し、

緑や木目調を中心にデザインした当社展示会ブース

設置面積を26％削減した
「AIRSTAGE」VU-Vの室外機
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■CSR活動紹介
　当社グループは、「サステナブル経営」における柱の１つとして

「社会への貢献（Society）」を掲げており、CSR活動を通じて地域社
会の発展に貢献してまいります。

＜次世代人材の育成＞
　製造業として、未来のモノづくりを担う人材育成を行っています。
近隣の小学校に、将来を考えるキャリア教育やエアコンの仕組みな
どを教える出前授業を行っているほか、電機・電子業界に興味のあ
る高校生の職業体験などを実施しています。

＜産学・行政連携の推進＞
　大学や自治体との連携を通じ、地域社会への貢献に取り組んでい
ます。大学生と合同で、当社が推進する健康経営についてのワーク
ショップを行ったり、本社のある川崎市や高津区が主催するSDGsの
イベントへ積極的に参加しています。

＜海外子会社における慈善活動＞
　日本だけでなく、グローバルに社会貢献の輪を広げ、活動してい
ます。タイでは、お祭りでの募金活動などを通じ現地の学校への寄
付を行っているほか、オーストラリアにおいては、慈善団体を通じ、
小児がん患者の病院を支援する寄付活動を10年以上行っています。
 

当社公式ブログ・SNS
　お役に立つ情報や、製品の魅力、当社の取り組みなど、様々な情報を発信します。

　 ゼネログ（FUJITSU GENERAL BLOG） 
https://www.fujitsu-general.com/jp/blog/index.html

　 当社公式Twitter 
https://twitter.com/FG_japan

当社公式オンラインショップ
　当社製品の消耗品・付属品の直販サイトです。

　 nocria shop（ノクリアショップ） 
https://shop.nocria.jp/

※会員登録により、お役に立つ情報やキャンペーン案内などをメールでお知らせします。

・

・

・

近隣の小学校での出前授業の様子

自治体主催のSDGsのイベントで
当社社員が講演

タイのお祭りでの募金活動
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株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別口
座の口座管理機関である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

住所変更、単元未満株式の買取・買増等のお申出先について

株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

未払配当金の支払いについて

株 式 事 務 の ご 案 内

事 業 年 度 ４月１日から翌年３月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年６月

基 準 日 定時株主総会・期末配当：毎年３月31日
中間配当：毎年９月30日

公 告 方 法 電子公告（下記ウェブサイトに掲載いたします）
https://www.fujitsu-general.com/jp/

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

郵 便 物 送 付 先

（電 話 照 会 先）

〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
電話　0120-782-031（フリーダイヤル）

上 場 証 券 取 引 所 東京（証券コード：6755）

〒213-8502　川崎市高津区末長三丁目3番17号
TEL 044（866）1111（大代表）

www.fujitsu-general.com/jp/


